


  

（損益計算書に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 ※１．不動産賃貸事業損益の内訳 

  （単位：千円）

Ａ．不動産賃貸事業収益   

不動産賃貸収入   

賃料収入  4,413,928

共益費収入  775,241

駐車場収入  92,625

計  5,281,795

その他不動産賃貸収入   

付帯収益  160,427

その他雑収益  11,972

計  172,400

不動産賃貸事業収益合計 5,454,195

Ｂ．不動産賃貸事業費用   

賃貸事業費用   

外注委託費  1,021,368

修繕費  165,221

公租公課  409,908

損害保険料  34,462

水道光熱費  180,492

減価償却費  958,204

その他賃貸事業費用  104,924

不動産賃貸事業費用合計  2,874,581

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ）  2,579,614

  （単位：千円）

Ａ．不動産賃貸事業収益   

不動産賃貸収入   

賃料収入  5,365,820

共益費収入  1,071,999

駐車場収入  389,179

計  6,826,999

その他不動産賃貸収入   

付帯収益  199,283

その他雑収益  19,221

計  218,505

不動産賃貸事業収益合計  7,045,505

Ｂ．不動産賃貸事業費用   

賃貸事業費用   

外注委託費  1,681,706

修繕費  159,902

公租公課  412,366

損害保険料  47,493

水道光熱費  233,561

減価償却費  1,164,305

その他賃貸事業費用  104,205

不動産賃貸事業費用合計  3,803,541

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ）  3,241,964

 ※２．関係会社との取引高 

   （単位：千円）

    賃貸事業費用                719,326 

 ※２．関係会社との取引高 

  （単位：千円）

    賃貸事業費用               1,384,838 
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（投資主資本等変動計算書に関する注記）

第13期 
（平成23年２月28日現在） 

第14期 
（平成23年８月31日現在） 

１．発行可能投資口の総口数      2,000,000口 

２．発行済投資口総数           107,050口 

１．発行可能投資口の総口数      2,000,000口 

２．発行済投資口総数           123,050口 

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

（平成23年２月28日現在）

  

現金及び預金 千円 2,437,057

信託現金及び信託預金 千円 4,003,389

現金及び現金同等物 千円 6,440,447

（平成23年８月31日現在）

  

現金及び預金 千円 2,568,007

信託現金及び信託預金 千円 4,629,187

現金及び現金同等物 千円 7,197,195

（リース取引に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

オペレーティング・リース取引（貸主側） オペレーティング・リース取引（貸主側） 

  

    （単位：千円）

  未経過リース料 １年内  3,266,541

  １年超  25,267,694

  合計  28,534,235

    （単位：千円）

  未経過リース料 １年内  4,953,962

  １年超  38,997,176

  合計  43,951,139
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第13期（自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日）  

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、安定した収益の確保及び運用資産の着実な成長を目的として、資産の取得、修繕又は有利

子負債の返済等に充当する資金を、主として金融機関からの借入、又は投資口の発行により調達します。 

 有利子負債の調達においては、堅固な財務体質を構築するとの方針から、主に長期・固定金利での資金調

達を行い、また返済期限の分散化や、コミットメントラインの活用等を通じた財務の安定性・流動性確保に

留意した、保守的な運営を行います。 

 余剰資金の運用においては、安全性を考慮しつつ、効率的な運用に資するため、各種の預金等にて運用を

行います。 

 デリバティブ取引については、将来の金利変動リスク等の回避を目的としており、投機的な取引は行いま

せん。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 短期借入金及び長期借入金については、主として不動産信託受益権の取得を目的とした資金調達です。借

入金は返済期日において流動性リスクに晒されますが、本投資法人では総資産有利子負債比率を適切にコン

トロールするとともに、スポンサーである地元金融機関との間でコミットメントライン契約を締結し手元流

動性を確保すること等により当該リスクを軽減しています。 

 また、変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、借入額全体に占める変動金利に

よる借入金残高の比率を金融環境等に応じて調整すること等により当該リスクを軽減しています。変動金利

による借入金のうち一部については、支払金利の変動リスクをヘッジするために、デリバティブ取引（金利

スワップ取引）を利用しています。なお、ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理

の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しています。デリバティブ取引について

は金融デリバティブ取引管理方針に従って執行・管理しており、その利用にあたっては、カウンターパーテ

ィーリスクを軽減するために、格付けを参考に一定の信用力のある金融機関との取引に限定しています。 

 本投資法人の余剰資金を大口定期等で運用する預金については、預入先金融機関の破綻等の信用リスクが

存在しますが、格付けを参考に一定の信用力のある預入先に限定することや、預入期間を短期に限定するこ

とにより当該リスクを軽減しています。 

 信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、契約満了前の退去による流動性リスクに晒さ

れていますが、手元流動性を確保すること等により当該リスクを軽減しています。 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価については、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件を

用いた場合、当該価額が異なることもあります。 

 また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、

その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

  

（金融商品に関する注記）
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年２月28日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注２）参照）。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（3）投資有価証券 

決算日後短期間で匿名組合出資持分相当額を受領したため、当該受領額をもって時価としています。  

（4）１年内返済予定の長期借入金、（5）長期借入金 

これらのうち、固定金利による長期借入金（金利スワップを組み合わせた実質固定金利の借入れを含みま

す。）の時価については、当該借入金の元利金の合計額を同様の借入を行った場合に適用されると合理的に

見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっています。 

変動金利による長期借入金の時価については、金利が一定期間（６ヶ月以内）ごとに更改される条件になっ

ているため、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっています。 

（6）信託預り敷金及び保証金 

賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金貸借対照表計上額8,715,440千円のうち2,056,821千円の

時価については、その将来キャッシュ・フローを、返還期日までの期間及び信用リスクを加味した合理的に

見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっています。 

（7）デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当事項はありません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定めら 

                  れた元本相当額等は、次の通りです。 

（＊）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています（上記（5）参照）。 

  （単位：千円）

  貸借対照表計上額
時価

（注１） 
差額

（1）現金及び預金  2,437,057  2,437,057  －

（2）信託現金及び信託預金  4,003,389  4,003,389  －

（3）投資有価証券  6,437,933  6,400,000  △37,933

資産計  12,878,381  12,840,447  △37,933

（4）１年内返済予定の長期借入金  8,650,000  8,742,399  92,399

（5）長期借入金  50,425,000  50,869,071  444,071

（6）信託預り敷金及び保証金  2,056,821  1,906,415  △150,405

負債計  61,131,821  61,517,886  386,065

（7）デリバティブ取引  －  －  －

デリバティブ取引計  －  －  －

  （単位：千円）

ヘッジ会計の方法 
デリバティブ取引の
種類等 

主なヘッジ対象
契約額等

時価 
当該時価の
算定方法 

うち１年超 

金利スワップの特例

処理 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
長期借入金  10,300,000  10,300,000 （＊） － 
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 信託預り敷金及び保証金 

賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金貸借対照表計上額8,715,440千円のうち6,658,619千円につい

ては、市場価格がなく、かつ賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更新・再契約の可能性があること、

本投資法人の保有資産における過去のテナントの退去実績を分析しても個別性が強く何ら傾向を見出せないこと

等から、返還時期の想定を行うことが難しく、将来キャッシュ・フローを見積もることができません。よって、

時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしていません。 

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額 

（注４）決算日以降の長期借入金の返済予定額 

  

  （単位：千円）

  １年以内

現金及び預金  2,437,057

信託現金及び信託預金  4,003,389

合計  6,440,447

  （単位：千円）

１年以内 
１年超 
２年以内 

２年超
３年以内 

３年超
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超

 8,650,000  18,250,000  3,750,000  14,750,000  6,150,000  7,525,000
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第14期（自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人は、安定した収益の確保及び運用資産の着実な成長を目的として、資産の取得、修繕又は有利

子負債の返済等に充当する資金を、主として金融機関からの借入、又は投資口の発行により調達します。 

 有利子負債の調達においては、堅固な財務体質を構築するとの方針から、主に長期・固定金利での資金調

達を行い、また返済期限の分散化や、コミットメントラインの活用等を通じた財務の安定性・流動性確保に

留意した、保守的な運営を行います。 

 余剰資金の運用においては、安全性を考慮しつつ、効率的な運用に資するため、各種の預金等にて運用を

行います。 

 デリバティブ取引については、将来の金利変動リスク等の回避を目的としており、投機的な取引は行いま

せん。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 短期借入金及び長期借入金については、主として不動産信託受益権の取得を目的とした資金調達です。借

入金は返済期日において流動性リスクに晒されますが、本投資法人では総資産有利子負債比率を適切にコン

トロールするとともに、スポンサーである地元金融機関との間でコミットメントライン契約を締結し手元流

動性を確保すること等により当該リスクを軽減しています。 

 また、変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、借入額全体に占める変動金利に

よる借入金残高の比率を金融環境等に応じて調整すること等により当該リスクを軽減しています。変動金利

による借入金のうち一部については、支払金利の変動リスクをヘッジするために、デリバティブ取引（金利

スワップ取引）を利用しています。なお、ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理

の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しています。デリバティブ取引について

は金融デリバティブ取引管理方針に従って執行・管理しており、その利用にあたっては、カウンターパーテ

ィーリスクを軽減するために、格付けを参考に一定の信用力のある金融機関との取引に限定しています。 

 本投資法人の余剰資金を大口定期等で運用する預金については、預入先金融機関の破綻等の信用リスクが

存在しますが、格付けを参考に一定の信用力のある預入先に限定することや、預入期間を短期に限定するこ

とにより当該リスクを軽減しています。 

 信託預り敷金及び保証金は、テナントからの預り金であり、契約満了前の退去による流動性リスクに晒さ

れていますが、手元流動性を確保すること等により当該リスクを軽減しています。 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価については、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件を

用いた場合、当該価額が異なることもあります。 

 また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、

その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年８月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません（（注２）参照）。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金、（3）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（4）１年内返済予定の長期借入金、（5）長期借入金 

これらのうち、固定金利による長期借入金（金利スワップを組み合わせた実質固定金利の借入れを含みま

す。）の時価については、当該借入金の元利金の合計額を同様の借入を行った場合に適用されると合理的に

見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっています。 

変動金利による長期借入金の時価については、金利が一定期間（６ヶ月以内）ごとに更改される条件になっ

ているため、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっています。 

（6）信託預り敷金及び保証金 

賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金貸借対照表計上額12,052,750千円のうち1,901,286千円

の時価については、その将来キャッシュ・フローを、返還期日までの期間及び信用リスクを加味した合理的

に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっています。 

（7）デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの：該当事項はありません。 

② ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定めら 

                      れた元本相当額等は、次の通りです。 

（＊）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています（上記(5)参照）。 

  （単位：千円）

  貸借対照表計上額
時価

（注１） 
差額

（1）現金及び預金  2,568,007  2,568,007 － 

（2）信託現金及び信託預金  4,629,187  4,629,187 － 

資産計  7,197,195  7,197,195 － 

（3）短期借入金  4,500,000  4,500,000 － 

（4）１年内返済予定の長期借入金  7,650,000  7,707,034  57,034

（5）長期借入金  57,350,000  58,050,956  700,956

（6）信託預り敷金及び保証金  1,901,286  1,790,028  △111,258

負債計  71,401,286  72,048,019  646,732

（7）デリバティブ取引 － － － 

デリバティブ取引計 － － － 

  （単位：千円）

ヘッジ会計の方法 
デリバティブ取引の
種類等 

主なヘッジ対象
契約額等

時価 
当該時価の
算定方法 

うち１年超 

金利スワップの特例

処理 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
長期借入金 10,300,000 10,300,000 （＊） － 
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

信託預り敷金及び保証金 

賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金貸借対照表計上額12,052,750千円のうち10,151,464千円につ

いては、市場価格がなく、かつ賃貸借契約の期間の定めがあっても中途解約や更新・再契約の可能性があるこ

と、本投資法人の保有資産における過去のテナントの退去実績を分析しても個別性が強く何ら傾向を見出せない

こと等から、返還時期の想定を行うことが難しく、将来キャッシュ・フローを見積もることができません。よっ

て、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしていません。 

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額 

（注４）決算日以降の長期借入金の返済予定額 

  

  （単位：千円）

  １年以内

現金及び預金  2,568,007

信託現金及び信託預金  4,629,187

合計  7,197,195

  （単位：千円）

１年以内 
１年超 
２年以内 

２年超
３年以内 

３年超
４年以内 

４年超 
５年以内 

５年超

 7,650,000  13,850,000  16,450,000  7,450,000  11,150,000  8,450,000
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（有価証券に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

その他有価証券 

 匿名組合出資については匿名組合に対する持分相当

額を純額で取り込む方法を採用しています。 

 本投資法人は有価証券取引を全く行っていませんの

で、該当事項はありません。 

（デリバティブ取引に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの 

  該当事項はありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているもの 

 前記「（金融商品に関する注記） ２．金融商品の

時価等に関する事項 （注１）金融商品の時価の算定

方法 （７）デリバティブ取引 ②ヘッジ会計が適用

されているもの」をご参照下さい。  

同左 

（退職給付に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

 本投資法人は、退職給付制度がありませんので、該当

事項はありません。 

同左 

（税効果会計に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

  

  （単位：千円）

（繰延税金資産）   

未払事業税損金不算入額 19

繰延税金資産合計 19

（繰延税金資産の純額） 19

  （単位：千円）

（繰延税金資産）   

未払事業税損金不算入額 20

繰延税金資産合計 20

（繰延税金資産の純額） 20

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳 

  

  （単位：％）

法定実効税率 39.12

支払分配金の損金算入額 △39.10

その他 0.04

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.06

  （単位：％）

法定実効税率 39.12

支払分配金の損金算入額 △39.10

その他 0.03

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.05
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（持分法損益等に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

 本投資法人には関連会社は一切存在せず、該当事項はあ

りません。 

同左 
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第13期（自平成22年９月１日 至平成23年２月28日） 

 １．関連当事者との取引 

  

 （１）親会社及び法人主要投資主等 

（注１）取引条件の決定については、市場価格等を参考に、価格交渉の上、業務委託契約を締結し、決定しています。 
（注２）福岡地所株式会社とは、キャナルシティ博多、キャナルシティ・ビジネスセンタービル及び大博通りビジネスセンターにつき建物

賃貸借兼管理運用業務委託契約を締結しています。当該賃貸借契約は賃料パス・スルー・マスターリース型によっており、エンド

テナントからの賃料等の金額が直接本投資法人の収入増減に繋がる仕組みとなっています（詳細は「第一部 ファンド情報 第１

ファンドの状況 ５ 運用状況 (2）投資資産 ② 投資不動産物件 Ｆ．主要なテナントの状況」をご参照下さい。）。当該契

約形態の物件については、上記表中、エンドテナントを直接の相手先として開示しています。 
（注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれています。 

 （２）関連会社等 

  該当事項はありません。 

 （３）兄弟会社等 

（注１）取引条件の決定については、市場価格等を参考に、価格交渉の上、業務委託契約を締結し、決定しています。 

（注２）パークプレイス大分株式会社とは、パークプレイス大分につき不動産賃貸借兼管理運用業務委託契約を締結しています。当該賃貸

借契約は賃料パス・スルー・マスターリース型によっており、エンドテナントからの賃料等の金額が直接本投資法人の収入増減に

繋がる仕組みとなっています（詳細は「第一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ５ 運用状況 (2）投資資産 ② 投資

不動産物件 Ｆ．主要なテナントの状況」をご参照下さい。）。当該契約形態の物件については、上記表中、エンドテナントを直

接の相手先として開示しています。 
  （注３）本投資法人の執行役員である茶木正安は、株式会社福岡リアルティの代表取締役を兼任しています。 

（注４）資産運用報酬については当事者間で協議の上、資産運用委託契約により金額を決定しています。 

（注５）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれています。 

  

 （４）役員及び個人主要投資主等 

  該当事項はありません。 

  ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 該当事項はありません。 

  

（関連当事者情報）

種類 会社等の 
名称 所在地 資本金 

（千円） 
事業の
内容 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 

科目
期末残高
（千円）

その他の

関係会社 

福岡地所株式

会社 

（注２） 

福岡市

博多区 
   2,000,000

総合不動

産業 

被所有 

直接( %)

間接( %)

13.18

0.38

不動産等の

管理委託等 

不動産等の

管理委託等 

（注１） 

 

（注３） 

719,326 営業 

未払金 （注３）

90,474

種類 会社等の 
名称 所在地 資本金 

（千円） 
事業の
内容 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 

科目
期末残高
（千円）

その他の

関係会社

の子会社 

パークプレイ

ス大分株式会

社 

（注２）  

大分県

大分市 
 400,000 不動産業 －

不動産等の

管理委託等 

不動産等の

管理委託等 
（注１）  

 

（注５） 

393,673 営業 
未払金 （注５）

134,616

その他の

関係会社

の子会社 

株式会社福岡

リアルティ 

福岡市

博多区 
     200,000

投資法人

の資産運

用業等 

－ 

本投資法人

の資産の運

用等、役員

の兼任 

（注３） 

資産運用報

酬の支払 
（注４） 

 
（注５） 

346,129 未払 
費用 

 

（注５）

156,699
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第14期（自平成23年３月１日 至平成23年８月31日） 

 １．関連当事者との取引 

  

 （１）親会社及び法人主要投資主等 

（注１）取引条件の決定については、市場価格等を参考に、価格交渉の上、業務委託契約を締結し、決定しています。 

（注２）福岡地所株式会社とは、キャナルシティ博多、キャナルシティ博多・Ｂ、キャナルシティ・ビジネスセンタービル及び大博通りビ

ジネスセンターにつき建物賃貸借兼管理運用業務委託契約を締結しています。当該賃貸借契約は賃料パス・スルー・マスターリー

ス型によっており、エンドテナントからの賃料等の金額が直接本投資法人の収入増減に繋がる仕組みとなっています（詳細は「第

一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ５ 運用状況 (2）投資資産 ② 投資不動産物件 Ｆ．主要なテナントの状況」

をご参照下さい。）。当該契約形態の物件については、上記表中、エンドテナントを直接の相手先として開示しています。 

（注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれています。 

 （２）関連会社等 

  該当事項はありません。 

 （３）兄弟会社等 

（注１）取引条件の決定については、第三者の鑑定評価等を参考に、価格交渉の上、決定しています。 
  （注２）本投資法人の執行役員である茶木正安は、株式会社福岡リアルティの代表取締役を兼任しています。 

（注３）資産運用報酬については当事者間で協議の上、資産運用委託契約により金額を決定しています。 

（注４）上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれていませんが、期末残高には消費税等が含まれています。 

  

 （４）役員及び個人主要投資主等 

  該当事項はありません。 

  ２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 該当事項はありません。 

  

種類 会社等の 
名称 所在地 資本金 

（千円） 
事業の
内容 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目

期末残高
（千円）

その他の

関係会社 

福岡地所株式

会社 
（注２） 

福岡市

博多区 
   2,000,000

総合不動

産業 

被所有 

直接( %)

間接( %) 

13.41

0.33

不動産等の

管理委託等 

不動産等の

管理委託等 
（注１） 

 

（注３） 

1,384,838 営業 
未払金 （注３）

75,915

種類 会社等の 
名称 所在地 資本金 

（千円） 
事業の
内容 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目

期末残高
（千円）

その他の

関係会社

の子会社 

有限会社シー

シーエイチブ

リッジ 

東京都

千代田

区 

 3,000 不動産業 － 
不動産等の

購入 

不動産等の

購入 

（注１） 

 
（注４） 

28,978,722
－ －

その他の

関係会社

の子会社 

株式会社福岡

リアルティ 

福岡市

博多区 
 200,000

投資法人

の資産運

用業等 

－ 

本投資法人

の資産の運

用等、役員

の兼任 
（注２） 

資産運用報

酬の支払 

（注３） 

 
（注４） 
405,509 未払 

費用 
 

（注４）

192,599
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第13期（自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日） 

 本投資法人では、福岡県を中心とする九州地域に、賃貸用の商業施設、オフィスビル、住居を保有しています。こ

れら賃貸等不動産の平成23年２月28日現在の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次の通りです。 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注２）当期増減額のうち、主な増加額は資本的支出（ 百万円）、主な減少額は減価償却費（ 百万円）です。 

（注３）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。 

  

 また、賃貸等不動産に関する平成23年２月期における損益は、次の通りです。 

（注）不動産賃貸事業収益及び不動産賃貸事業費用は、賃貸事業収入とこれに対する費用（外注委託費、減価償却費、公

租公課等）であり、それぞれ「不動産賃貸収入」「その他不動産賃貸収入」及び「賃貸事業費用」に計上されてい

ます。 

  

（資産除去債務に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

 該当事項はありません。 同左  

（賃貸等不動産に関する注記）

  （単位：千円）

用途 
貸借対照表計上額

当期末の時価
前期末残高 当期増減額 当期末残高 

商業施設  74,198,345  53,057  74,251,403  77,520,000

オフィスビル  41,388,366  △292,863  41,095,503  45,220,000

住居  3,099,686  △34,844  3,064,842  2,660,000

合計  118,686,398  △274,649  118,411,748  125,400,000

685 958

  （単位：千円）

用途 
損益計算書における金額

不動産賃貸事業収益 不動産賃貸事業費用 不動産賃貸事業損益

商業施設  3,384,382  1,778,635  1,605,747

オフィスビル  1,966,418  1,035,577  930,841

住居  103,394  60,368  43,026

合計  5,454,195  2,874,581  2,579,614
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第14期（自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日） 

 本投資法人では、福岡県を中心とする九州地域に、賃貸用の商業施設、オフィスビル、住居を保有しています。こ

れら賃貸等不動産の平成23年８月31日現在の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次の通りです。 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注２）当期増減額のうち、主な増加額はキャナルシティ博多・Ｂの取得（29,129百万円）及び資本的支出（254百万

円）、主な減少額は減価償却費（1,164百万円）です。 

（注３）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。 

  

 また、賃貸等不動産に関する平成23年８月期における損益は、次の通りです。 

（注）不動産賃貸事業収益及び不動産賃貸事業費用は、賃貸事業収入とこれに対する費用（外注委託費、減価償却費、公

租公課等）であり、それぞれ「不動産賃貸収入」「その他不動産賃貸収入」及び「賃貸事業費用」に計上されてい

ます。 

   

  （単位：千円）

用途 
貸借対照表計上額

当期末の時価
前期末残高 当期増減額 当期末残高 

商業施設  74,251,403  28,545,014  102,796,417  105,270,000

オフィスビル  41,095,503  △292,939  40,802,564  45,200,000

住居  3,064,842  △35,010  3,029,832  2,650,000

合計  118,411,748  28,217,064  146,628,813  153,120,000

  （単位：千円）

用途 
損益計算書における金額

不動産賃貸事業収益 不動産賃貸事業費用 不動産賃貸事業損益

商業施設  4,986,238  2,656,668  2,329,569

オフィスビル  1,955,062  1,083,819  871,242

住居  104,205  63,053  41,151

合計  7,045,505  3,803,541  3,241,964
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第13期（自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日） 

１．セグメント情報 

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。 

２．関連情報 

(1）製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載

を省略しています。 

(2）地域ごとの情報 

① 営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

② 有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省略

しています。 

(3）主要な顧客ごとの情報 

 単一の外部顧客への営業収益がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略していま

す。 

  

第14期（自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日） 

１．セグメント情報 

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。 

２．関連情報 

(1）製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載

を省略しています。 

(2）地域ごとの情報 

① 営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

② 有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省略

しています。 

(3）主要な顧客ごとの情報 

 単一の外部顧客への営業収益がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略していま

す。 

  

（セグメント情報等に関する注記）
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（注）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りです。 

  

（投資口１口当たり情報に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

  

１口当たり純資産額 円 579,420

１口当たり当期純利益 円 16,465

  

１口当たり純資産額 円 579,113

１口当たり当期純利益 円 16,922

なお、１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重

平均投資口数で除することにより算定しています。 

 また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益について

は、潜在投資口がないため記載していません。 

なお、１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重

平均投資口数で除することにより算定しています。 

 また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益について

は、潜在投資口がないため記載していません。 

  
第13期

自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

当期純利益（千円）  1,762,579  2,082,278

普通投資主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通投資口に係る当期純利益（千円）  1,762,579  2,082,278

期中平均投資口数（口）  107,050  123,050

（重要な後発事象に関する注記）

第13期 
自 平成22年９月１日 
至 平成23年２月28日 

第14期 
自 平成23年３月１日 
至 平成23年８月31日 

 規約に定める資産運用の基本方針に基づき、以下の資産

を取得しました。 

 取得資産 ：不動産信託受益権  

 物件名称 ：キャナルシティ博多・Ｂ  

 所在地  ：福岡県福岡市   

 取得価格 ： 百万円（注） 

 取得日  ：平成23年３月２日  

 売主   ：有限会社シーシーエイチブリッジ  

（注）取得価格は、取得に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課

等）を含まない金額（売買契約書に記載された売買価格）を記

載しています。  

28,700

－ 
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① 有価証券明細表 

株式以外の有価証券 

 該当事項はありません。 

  

② デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

（単位：千円）

（注１）金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 
（注２）当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。 

  

③ 不動産等明細表のうち総括表 

 (単位：千円)

（注）信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信託土地、並びに信託その他無形固定資産の主な増加は、キャナ

ルシティ博多・Ｂを取得したことによるものです。 

  

④ その他特定資産の明細表 

 該当事項はありません。 

⑤ 投資法人債明細表 

 該当事項はありません。 

  

（７）【附属明細表】

区分  種類  
契約額等 時価 

（注２） （注１） うち１年超  

 市場取引以外の取引 
金利スワップ取引 

受取変動・支払固定 
 10,300,000  10,300,000  △68,832

 合計  10,300,000  10,300,000  △68,832

資産の種類 前期末残高 当期増加額 
当期 

減少額 
当期末残高 

減価償却累計額 

差引当期末残高 摘要又は償却 

累計額 

当期 

償却額 

有形

固定

資産 

信託建物  55,323,513 10,782,877 1,996 66,104,394 9,927,723  1,055,947 56,176,670 （注）

信託構築物  872,899 230,629 － 1,103,529 262,904  29,514 840,624 （注）

信託機械及び装置  343,702 7,511 － 351,214 122,812  10,446 228,402 （注）

信託工具、器具及び備品  947,475 89,673 1,403 1,035,745 500,302  67,078 535,442 （注）

信託土地  68,810,414 18,247,204 － 87,057,619 － － 87,057,619 （注）

信託建設仮勘定 － 7,350 － 7,350 － － 7,350   

小計  126,298,006 29,365,246 3,399 155,659,853 10,813,743  1,162,986 144,846,109   

無形

固定

資産 

信託借地権  1,765,318 － － 1,765,318 － － 1,765,318   

信託その他無形固定資産 － 18,704 － 18,704 1,318  1,318 17,385 （注）

小計  1,765,318 18,704 － 1,784,022 1,318  1,318 1,782,704   

合計  128,063,324 29,383,950 3,399 157,443,875 10,815,061  1,164,305 146,628,813   
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⑥ 借入金明細表 

  

区 分 
前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率 
（注１） 
（％） 

返済期限 使途 摘要
  借入先 

 短期借入金 

株式会社福岡銀行 － 9,504,000 9,504,000 －

0.530 平成23年８月31日 
取得

資金
(注２)

株式会社りそな銀行 － 2,640,000 2,640,000 －

株式会社熊本ファミリー銀行 － 792,000 792,000 －

株式会社親和銀行 － 264,000 264,000 －

株式会社西日本シティ銀行 － 16,100,000 13,800,000 2,300,000 0.530 平成23年９月30日 
取得

資金
(注２)

株式会社福岡銀行 － 1,540,000 － 1,540,000

0.530 平成23年９月30日 
取得

資金
(注２)

株式会社りそな銀行 － 366,666 － 366,666

株式会社熊本ファミリー銀行 － 146,666 － 146,666

株式会社親和銀行 － 146,666 － 146,666

小計 － 31,500,000 27,000,000 4,500,000     

 １年内返済 

 予定の長期 

 借入金 

株式会社福岡銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 2.052 平成23年７月29日 
借換

資金
 

株式会社西日本シティ銀行 2,000,000 － 2,000,000 － 2.052 平成23年７月29日 
借換

資金
 

第一生命保険株式会社 1,000,000 － 1,000,000 － 2.052 平成23年７月29日 
借換

資金
 

株式会社新生銀行 1,000,000 － 1,000,000 － 2.002 平成23年７月29日 
借換

資金
 

住友信託銀行株式会社 1,000,000 － 1,000,000 － 1.803 平成23年７月29日 
借換

資金
 

株式会社福岡銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.840 平成23年12月30日 
借換

資金
 

株式会社福岡銀行 － 1,000,000 － 1,000,000

0.840 平成24年６月29日 
借換

資金
 

株式会社西日本シティ銀行 － 1,000,000 － 1,000,000

株式会社大分銀行 － 700,000 － 700,000

株式会社宮崎銀行 － 700,000 － 700,000

株式会社親和銀行 － 600,000 － 600,000

株式会社伊予銀行 － 500,000 － 500,000

株式会社佐賀銀行 － 500,000 － 500,000

株式会社十八銀行 － 500,000 － 500,000

株式会社山口銀行（注３） － 500,000 － 500,000

小計 8,500,000 6,000,000 7,000,000 7,500,000     
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区 分 前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率 
（注１） 
（％） 

返済期限 使途 摘要
  借入先 

 長期借入金 

株式会社西日本シティ銀行 2,500,000 － － 2,500,000 1.692 平成25年２月28日 
借換

資金
 

住友信託銀行株式会社 2,000,000 － － 2,000,000 1.692 平成25年２月28日 
借換

資金
 

株式会社みずほコーポレート銀行 2,000,000 － － 2,000,000 1.692 平成25年２月28日 
借換

資金
 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2,000,000 － － 2,000,000 1.592 平成25年２月28日 
借換

資金
 

株式会社あおぞら銀行 1,000,000 － － 1,000,000 1.542 平成25年２月28日 
借換

資金
 

株式会社福岡銀行 1,000,000 － 1,000,000 －

0.840 平成24年６月29日 
借換

資金
 

株式会社西日本シティ銀行 1,000,000 － 1,000,000 －

株式会社大分銀行 700,000 － 700,000 －

株式会社宮崎銀行 700,000 － 700,000 －

株式会社親和銀行 600,000 － 600,000 －

株式会社伊予銀行 500,000 － 500,000 －

株式会社佐賀銀行 500,000 － 500,000 －

株式会社十八銀行 500,000 － 500,000 －

株式会社山口銀行（注３） 500,000 － 500,000 －

株式会社あおぞら銀行 1,000,000 － － 1,000,000 0.840 平成25年６月28日 
借換

資金
 

株式会社りそな銀行 2,000,000 － － 2,000,000 1.712 平成24年９月28日 
借換

資金
 

株式会社日本政策投資銀行 2,775,000 － 75,000 2,700,000 2.200 平成29年６月30日 
借換

資金
(注４)

株式会社日本政策投資銀行 4,000,000 － － 4,000,000 1.710 平成26年８月29日 
借換

資金
 

株式会社日本政策投資銀行 4,000,000 － － 4,000,000 1.950 平成27年８月31日 
借換

資金
 

株式会社日本政策投資銀行 4,000,000 － － 4,000,000 2.170 平成28年８月31日 
借換

資金
 

住友信託銀行株式会社 600,000 － － 600,000 1.545 平成24年９月28日 
借換

資金
 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 600,000 － － 600,000 0.940 平成25年３月29日 
借換

資金
 

株式会社三井住友銀行 2,000,000 － － 2,000,000 1.140 平成25年12月30日 
借換

資金
 

株式会社三井住友銀行 2,000,000 － － 2,000,000 1.240 平成27年６月30日 
借換

資金
 

株式会社みずほコーポレート銀行 2,600,000 － － 2,600,000

1.410 平成26年７月31日 
借換

資金
 

農林中央金庫 4,000,000 － － 4,000,000

株式会社広島銀行 1,400,000 － － 1,400,000

株式会社山口銀行（注３） 800,000 － － 800,000

株式会社伊予銀行 500,000 － － 500,000

株式会社佐賀銀行 500,000 － － 500,000

株式会社肥後銀行 300,000 － － 300,000

株式会社親和銀行 200,000 － － 200,000
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（注１）平均利率については期中加重平均利率を記載しており、小数第四位を四捨五入して表示しています。なお、金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行った借入金の平均利率については、金利スワップの効果を勘案した期中加重平均利率を記載しています。 

（注２）コミットメントライン契約に基づく借入です。なお、当期における当該借入の借換えにつきましては、当期増加額及び当期減少額に合

計額を記載しています。 

（注３）株式会社山口銀行は、九州域内における事業を分割し承継させる「吸収分割」を経て、株式会社北九州銀行として、平成23年10月３日

より営業を開始しています。 

（注４）元本の返済方法は、平成21年12月末日を初回とし、以後６ヶ月毎の末日に75百万円返済し、最終期日に1,875百万円返済します。なお、

１年内返済予定の150百万円についても、比較の便宜上、「長期借入金」の明細として表示しているため、貸借対照表に記載されている

「１年内返済予定の長期借入金」及び「長期借入金」の残高とは一致しません。 

（注５）長期借入金の決算日後５年以内における返済予定額は以下の通りです。 

  

区 分 前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率 
（注１） 
（％） 

返済期限 使途 摘要
  借入先 

 長期借入金 

株式会社りそな銀行 300,000 － － 300,000 1.325 平成26年９月30日 
借換

資金
 

株式会社福岡銀行 1,500,000 － － 1,500,000 0.790 平成28年12月30日 
借換

資金
 

株式会社福岡銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.790 平成28年２月29日 
取得

資金
 

株式会社西日本シティ銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.790 平成28年２月29日 
取得

資金
 

株式会社日本政策投資銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 0.940 平成28年２月29日 
取得

資金
 

株式会社福岡銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 1.305 平成29年７月31日 
借換

資金
 

株式会社西日本シティ銀行 － 2,000,000 － 2,000,000 1.305 平成29年７月31日 
借換

資金
 

第一生命保険株式会社 － 1,000,000 － 1,000,000 1.800 平成30年７月31日 
借換

資金
 

株式会社新生銀行 － 1,000,000 － 1,000,000 1.208 平成28年７月29日 
借換

資金
 

住友信託銀行株式会社 － 1,000,000 － 1,000,000 1.041 平成27年７月31日 
借換

資金
 

小計 50,575,000 13,000,000 6,075,000 57,500,000      

合計 59,075,000 50,500,000 40,075,000 69,500,000      

区 分 
１年超２年以内 

（千円）  
２年超３年以内

(千円)  
３年超４年以内 

（千円）  
４年超５年以内

（千円）  

長期借入金  13,850,000  16,450,000  7,450,000  11,150,000
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（注）１口当たり純資産額は、小数点以下を切り捨てて表示しています。 

  

２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

  （平成23年８月31日現在）

Ⅰ 資産総額 千円 155,657,148

Ⅱ 負債総額 千円 84,397,218

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 千円 71,259,930

Ⅳ 発行済投資口総数 口 123,050

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 円 579,113
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（注１）本邦外における販売又は買戻しの実績はありません。 

（注２）本投資法人による投資口の買戻しの実績はありません。  

第６【販売及び買戻しの実績】

計算期間 発行日
発行口数
（口） 

発行済投資口総数
（口） 

第９期 

（自 平成20年９月１日 

至 平成21年２月28日） 

─ ─  107,050

第10期 

（自 平成21年３月１日 

至 平成21年８月31日） 

─ ─ 107,050 

第11期 

（自 平成21年９月１日 

至 平成22年２月28日） 

─ ─  107,050

第12期 

（自 平成22年３月１日 

至 平成22年８月31日） 

 ─ ─  107,050

第13期 

（自 平成22年９月１日 

至 平成23年２月28日） 

 ─ ─  107,050

第14期 

（自 平成23年３月１日 

至 平成23年８月31日） 

平成23年３月１日  16,000  123,050
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 当計算期間中、以下の書類を提出しました。 

１．有価証券報告書 

 有価証券報告書及びその添付書類（第13期：計算期間 自 平成22年９月１日 至 平成23年２月28日）を平成23

年５月27日に関東財務局長へ提出しました。 

第７【参考情報】
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  独立監査人の監査報告書   

  平成23年５月23日

福岡リート投資法人   

  役員会 御中   

  あらた監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 和田 渉 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられている福岡リート投資法人の平成22年９月１日から平成23年２月28日までの第13期計算期間の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計算書、注記表

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、福岡リー

ト投資法人の平成23年２月28日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、投資法人は資産の取得を行っている。 

  

 投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注１） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しています。 

（注２） 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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  独立監査人の監査報告書   

  平成23年11月18日

福岡リート投資法人   

  役員会 御中   

  あらた監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 和田 渉 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられている福岡リート投資法人の平成23年３月１日から平成23年８月31日までの第14期計算期間の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計算書、注記表

及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

  

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、福岡リー

ト投資法人の平成23年８月31日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注１） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しています。 

（注２） 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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